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入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本入札公告に記載の工事は、競争参加資格確認
資料（以下「技術資料」という。）を共通化できる
２件の工事を対象に、一括して公告し、審査を実
施する試行工事である。
本件の申請及び入札にあたっては、電子入札シ
ステムにおいて２件の工事を別々に案件登録して
いるので、複数の工事に参加を希望する場合は、
参加を希望する工事ごとに申請書の提出及び入札
が必要である。
平成 29 年７月 21 日

支出負担行為担当官
熊本防衛支局長 増田 浩之

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 43
〇第４号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名
 奄美隊庁舎Ａ（奄美地区）新設機械工
事
 奄美隊庁舎Ｂ等（奄美地区）新設機械
工事

 工事場所  鹿児島県奄美市
 工事内容 本工事は、以下の工事を行うも
のである。
 隊庁舎Ａ新設（鉄筋コンクリート造地上
４階・地下１階建て 延べ面積約9200）
に係る空気調和、換気、自動制御、衛生、
給排水、給湯、消火、昇降機、給油設備等
一式
連れ越し費 一式
・隊庁舎Ｂ新設（鉄筋コンクリート造４階
建て 延べ面積約6700）
・厚生施設新設（鉄筋コンクリート造３階
建て 延べ面積約2800）
・予備発電機室新設（鉄筋コンクリート造
平屋建て 延べ面積約40）
・警衛所新設（鉄筋コンクリート造平屋建
て 延べ面積約250）
・哨舎新設（鉄筋コンクリート造平屋建て
延べ面積約４）

・医務室新設（鉄筋コンクリート造平屋建
て 延べ面積約510）
・ブロアー室新設（鉄筋コンクリート造平
屋建て 延べ面積約10）に係る空気調
和、換気、自動制御、衛生、給排水、給
湯、消火、ボイラー、給油設備等 一式
連れ越し費 一式

 工期 及び平成31年２月28日まで

 使用する主要な資機材
 空調室内機約200台、空調室外機約30台、
昇降機２基、地下オイルタンク（７ＫＬ）
１基
 空調室内機約110台、空調室外機約40台、
貫流ボイラー１基、地下オイルタンク２基
（10ＫＬ、25ＫＬ）

 本工事は、入札時に「企業による技術提案」
を受け付け、価格と価格以外の要素を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための施工体制及びそ
の他の施工体制の確保状況を確認し、施工内
容を確実に実現できるかどうかについて審査
し、評価を行う施工体制確認型総合評価落札
方式の試行対象工事である。
 本工事は、資料提出及び入札等を電子入札
システムにより行う工事である。ただし、電
子入札システムにより難いものは、発注者の
承諾を得て紙入札方式に代えるものとする。
なお、紙入札方式の承諾に関しては熊本防
衛支局総務課契約審査係に紙入札方式参加承
諾願を提出するものとする。
 本工事は、工事費内訳明細書の提出を義務
付ける工事である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件をすべて満たしている単体有
資格業者等（以下「単体」という。）又は、次に
掲げる条件をすべて満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体であって、「競争
参加者の資格に関する公示」（平成29年７月21日
付熊本防衛支局長）に示す手続きに従い、奄美
隊庁舎Ａ（奄美地区）新設機械工事外１件に
係る特定建設工事共同企業体として資格審査結
果の通知を受けた者であること。ただし、単体
又は特定建設工事共同企業体の何れかで参加す
るものとし、混在しての参加は認めない。
また、工事ごとに構成員の異なる組合せによ
る特定建設工事共同企業体の参加も認めない。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 防衛省における平成29・30年度一般競争
（指名競争）参加資格（以下「防衛省競争参
加資格」という。）のうち「管」で級別の格付
を受け、熊本防衛支局に競争参加を希望して
いること（会社更生法（平成14年法律第154

号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ
ている者又は民事再生法（平成11年法律第
225号）に基づき再生手続開始の申立てがな
されている者については、手続開始の決定後、
再度級別の格付を受けていること。）。
 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（の
再度級別の格付を受けた者を除く。）でないこ
と。
 防衛省競争参加資格の「管」に係る経営事
項評価数値（資格審査結果通知書の記３の経
営事項評価数値欄の点数）が1100点以上で
あること。ただし、特定建設工事共同企業体
の代表者以外の構成員は870点以上であるこ
と。
 単体又は特定建設工事共同企業体の代表者
は、平成14年度以降入札公告日までに、元請
けとして完成・引渡しが完了した工事のう
ち、鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄
筋コンクリート造延べ面積5500以上／棟
の新設建物又は改修建物の機械設備工事を施
工した実績を有すること（建設共同企業体の
構成員としての実績は、出資比率が20％以上
のものに限る。）。ただし、特定建設工事共同
企業体の代表者以外の構成員は、平成14年度
以降入札公告日までに元請けとして完成・引
渡しが完了した鉄骨造、鉄筋コンクリート造
又は鉄骨鉄筋コンクリート造延べ面積
2800以上／棟の新設建物又は改修建物の
機械設備工事を施工した実績を有すること
（建設共同企業体の構成員としての実績は、
比率が20％以上のものに限る。）。
なお、当該実績が平成13年12月25日以降に
完成した防衛省発注機関（契約担当官等が属
する防衛省本省の内部部局、防衛大学校、防
衛医科大学校、防衛研究所、統合幕僚監部、
陸上幕僚監部、海上幕僚監部、航空幕僚監部、
情報本部、防衛監察本部、地方防衛局並びに
統合幕僚長及び陸上幕僚長、海上幕僚長又は
航空幕僚長の監督を受ける陸上自衛隊、海上
自衛隊及び航空自衛隊の部隊及び機関並びに
防衛装備庁をいう。以下同じ。）（旧防衛施設
局及び旧防衛施設支局を含む。）の発注した工
事に係るものにあっては、施工成績評定通知
書又は工事成績評定通知書の評定点合計（以

下「評定点合計」という。）が65点未満のもの
を除くこと。また、実績が工事成績相互利用
登録機関が発注した工事で工事成績評定相互
利用対象工事に該当するものである場合は、
工事成績の評定点が65点未満のものを除くこ
と。
 工事全般の施工計画が適正であること。
 単体又は特定建設工事共同企業体の代表者
及び構成員は、次の基準を全て満たす監理技
術者又は主任技術者（以下「監理技術者等」
という。）を当該工事に専任で配置できる。
また、本入札公告において申請できる監理
技術者等は、同一の技術者１名とする。（本入
札公告１．工事概要で記載した複数の工事に
参加を希望する場合でも申請できる技術者は
１名のみとし、２名以上申請した場合は欠格
とする。）
当該一括審査に係る工事の落札が決定し、
配置予定技術者がいなくなった場合は、以降
に開札される工事の入札については無効とす
る。この場合、入札心得書第３条第10項の申
し出は必要としない。
ア １級管工事施工管理技士又は同等以上の
資格を有する者であること。
イ 平成14年度以降入札公告までに、完成・
引渡しが完了した工事のうち、鉄骨造、鉄
筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリー
ト造延べ面積2800以上／棟の新設建物
又は改修建物の機械設備工事を施工した実
績を有する者であること（原則、着工から
完成まで従事している。）。ただし、特定建
設工事共同企業体の代表者以外の構成員に
ついては上記の経験はもとめない。
なお、当該経験が平成13年12月25日以降
に完成した防衛省発注機関（旧防衛施設局
及び旧防衛施設支局を含む。）の発注した工
事に係るものにあっては、評定点合計が65
点未満のものを除く。また、経験が工事成
績相互利用登録機関が発注した工事で工事
成績評定相互利用対象工事に該当するもの
である場合は、工事成績の評定点が65点未
満のものを除く。
ウ 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
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